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令和７年度福島県介護人材確保・職場環境改善等事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 福島県は、令和６年度介護人材確保・職場環境改善等事業実施要綱（令和７年２

月７日付け老発 0207 第３号厚生労働省老健局長通知）（以下「実施要綱」という。）に

基づき、介護職員の足元の人材確保の課題に対応する観点から、介護現場における生

産性を向上し、更なる業務効率化や職場環境の改善を図り、介護人材確保・定着の基盤

を構築する事業所に対する支援を目的として、実施要綱及び福島県補助金等の交付等

に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）並びにこの

要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助事業者） 

第２条 この補助金の補助対象者は、介護職員等処遇改善加算（加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ又はⅣに

限る。）を算定しており、かつ実施要綱６に規定する「補助金の支給要件」を満たす福

島県内に所在する介護サービス事業所又は介護保険施設（介護予防・日常生活支援総

合事業の事業所を含む。）（以下「事業所」という。）を運営する法人等とする。 

 

（補助の対象及び補助額） 

第３条 補助金は、実施要綱に規定する事業（以下「事業」という。）を行う場合に必要

な経費のうち、別表に定める額について、補助事業者に対して補助するものとし、その

額は、別表に定める補助上限額を上限に、予算の範囲内において知事が定める額とす

る。 

 

（申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項の申請書は、福島県介護人材確保・職場環境改善等事業補助

金交付申請書（第１号様式）によるものとし、その申請期限は知事が別に定める日とす

る。 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。 

（１）介護人材確保・職場環境改善等事業計画書 総括表（実施要綱別紙様式２－３） 

（２）介護人材確保・職場環境改善等事業計画書 個票（実施要綱別紙様式２－４） 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等） 

第５条 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請を行うに当たり、当該

補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税相当額のうち、消費税法及び地方税法の規定により仕入に係る消費税及

び地方消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額を言う。以下同

じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及

び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

２ 補助事業者は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に係

る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費

税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 
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（補助金の交付の条件） 

第６条 知事は交付の決定をする場合において、次の条件を付すものとする。 

（１）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合は、知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

（２）規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

   ア 実施要綱８（４）に定める事項以外のもの 

   イ 補助対象経費の減額 

   ウ 補助対象経費の費目間の流用 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

２ 規則第６条第１項第５号に規定する別に定める事項は、次のとおりとする。 

事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならないこと。 

 

（変更の承認） 

第７条 規則第６条第１項第１号及び第２号の規定に基づき知事の承認を受けようとす

る場合は、福島県介護人材確保・職場環境改善等事業補助金変更（中止・廃止）承認申

請書（第２号様式）を知事に提出しなければならない。なお、必要に応じて実施要綱別

紙様式２－３及び２－４を添付しなければならない。 

２ 実施要綱８（４）に定める変更の届出については、前項に定める第２号様式を用いて

届出を行うものとし、実施要綱に定める変更届出書（別紙様式４）の提出は不要とす

る。 

  

（申請を取り下げることができる期日） 

第８条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した

日から起算して 10 日を経過した日とする。 

 

（補助金の交付） 

第９条 知事はこの要綱に定める補助金について、原則概算払いの方法により補助事業

者に対し直接交付する。なお、概算払いに当たっては、実施要綱５に基づき福島県国民

健康保険団体連合会が算定した額を交付するものとする。 

 

（実績報告） 

第 10 条 規則第１３条の規定による実績報告は、福島県介護人材確保・職場環境改善等

事業補助金実績報告書（第３号様式）に次に掲げる書類を添えて、知事が別に定める日

までに行わなければならない。 

   なお、補助事業者は当該実績報告を行うに当たっては、補助金に係る消費税仕入控

除税額を減額して報告しなければならない。 

（１）介護人材確保・職場環境改善等事業実績報告書（実施要綱別紙様式３－１） 

（２）介護人材確保・職場環境改善等事業実績報告書（施設・事業所別個表）（実施要綱

別紙様式３－２） 
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（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第 11 条 補助事業者は、当該事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（第５条第

２項の規定により減額した補助事業者については、その金額が減じた額を上回る部分

の金額）を、福島県介護人材確保・職場環境改善等事業仕入れに係る消費税相当額報

告書（第４号様式）により速やかに知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の

全部又は一部の返還を命じることができる。 

 

（会計帳簿の整備等） 

第 12 条 補助事業者は、交付金の収支状況を明らかにした会計帳簿その他の証拠書類を

整備し、事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存してお

かなければならない。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年３月２４日から施行し、令和７年度分の補助金から適用する。  
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別表 

種目 補助基準額 対象経費 補助率 補助上限額 

 

介 護 人 材

確保・職場

環 境 改 善

等事業 

 

実施要綱５に定

める方法により

算出した額とす

る。ただし、一月

当たりの介護総

報酬総額は、別紙

様式２－４で選

択した交付基準

月の介護報酬総

単位数に１単位

の単価を乗じた

ものとする。 

 

職場環境改善経

費及び介護職員

等の人件費（退職

手当を除く。）に

充てられた経費

として、実施要綱

７に規定された

経費とする。 

ただし、消費税法

（昭和６３年法

律第１０８号）に

規定する消費税

及び地方税法（昭

和２５年法律第

２２６号）に規定

する地方消費税

は補助事業対象

経費に含めない

ものとする。 
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実施要綱５に定

める方法に基づ

き福島県国民健

康保険団体連合

会が算定した額 

 


